様式第１号(第３条関係)
簡易専用水道設置届出書
年　　　月　　　日
豊前市長　　　　　　　　　　様
住　所
氏　名
(TEL　　　　　　　　　　　　　　　)
下記のとおり簡易専用水道を設置しますので、豊前市簡易専用水道取扱要領第３条第１項の規定により届け出ます。
記
	名　　　称
	

	所　在　地
	　　　　市　　　　　　町大字　　　　　　　番地
（TEL                 ）

	規模・構造
	鉄筋コンクリート・鉄骨コンクリート・
木造・その他（　　　　　）
	地上　　階・地下　　階

	種　　　別
	官公庁 ・ 事務所 ・ 住宅 ・ 学校 ・ 旅館 ・ 集会場 ・ その他（　　　　　）

	管　理　者
	住　所
	

	
	氏　名
	（TEL                ）

	供給を受ける水道名　　　　　　　　　　　　　　
	
	建築物衛生法の
適用の有無
	有　・　無

	給 水 人 口
	居住者　　　人(　　世帯)
昼間人口　　　　人
	計画給水量
	㎥／日

	
	受　　　水　　　槽
	高　置　水　槽
	着工年月日
・　　　・
完成（見込）年月日
・　　　・
給水開始（予定）
年月日
・　　　・

	設 置 場 所
	屋内 ・ 屋外 ・ 屋上
	屋内 ・ 屋外 ・ 屋上
	

	
	地上型・地下型・半地下型
	
	

	材質
	本体
	ＲＣ・ＦＲＰ・鋼板・その他
	ＲＣ・ＦＲＰ・鋼板・その他
	

	
	内面
	モルタル・合成樹脂・その他
	モルタル・合成樹脂・その他
	

	有効容量（㎥）
（内法、ｍ）
	Ｗ 　Ｌ   Ｈ 　有効容量
　　・　　・　　・
（合計　　　槽、　　　㎥）
	Ｗ　 Ｌ 　Ｈ 　有効容量
　　・　　・　　・
（合計　　　槽、　　　㎥）
	

	排　水　管
	有　・　無
	有　・　無
	

	通　気　口
	有　・　無
	有　・　無
	※　現 地 確 認
・　　　・
確認者名

	滅 菌 設 備
	有　・　無
	
	

	揚水ポンプ能力
	
	
	

	備　　　考
	
	
	


　この事務手続に伴いお預かりした個人情報は、届出事務に利用し、第三者に提供しません。
ただし、管理状況や法定検査受検状況を把握するため、厚生労働大臣登録簡易専用水道検査機関及び水道水の供給を受ける水道事業者に対して、情報提供しますので同意をお願いします。（　□　同意する　　□　同意しない）
様式第２号（第３条関係）
簡易専用水道設置届出事項変更届出書
年　　　月　　　日
豊前市長　　　　　　　　　　様
住所
氏名
（TEL   　　　                  ）
　簡易専用水道設置届出事項を変更しましたので、豊前市簡易専用水道取扱要領第３条第２項の規定により届け出ます。
記
	簡易専用水道の名称
	

	簡易専用水道の所在地
	

	変
更
内
容
	事　　項　　名
	

	
	変　　更　　前
	

	
	変　　更　　後
	

	変更年月日
	　　　　　　　年　　　月　　　日

	変更理由
	


　この事務手続に伴いお預かりした個人情報は、届出事務に利用し、第三者に提供しません。
　ただし、管理状況や法定検査受検状況を把握するため、厚生労働大臣登録簡易専用水道検査機関及び水道水の供給を受ける水道事業者に対して、情報提供しますので同意をお願いします。（　□　同意する　　□　同意しない）
様式第３号（第４条関係）
給水開始届出書
年　　　月　　　日
　　　豊前市長　　　　　　　　　　様
住所
氏名
（TEL　　　　　　　　　　　　　　）
　　　　年　　　月　　　日付けで設置届出書を提出した下記の簡易専用水道について、給水を開始したいので、豊前市簡易専用水道取扱要領第４条の規定により関係書類を添付のうえ届け出ます。
記
	簡易専用水道の名称
	

	簡易専用水道の所在地
	

	受水する水道事業名
	

	給水開始年月日
	

	備考
	


（添付書類）　・　水質検査の結果
　　　　　　　・　施設検査の結果（建築基準法に基づく完了検査済証の写し　等）
　この事務手続に伴いお預かりした個人情報は、届出事務に利用し、第三者に提供しません。
　ただし、管理状況や法定検査受検状況を把握するため、厚生労働大臣登録簡易専用水道検査機関及び水道水の供給を受ける水道事業者に対して、情報提供しますので同意をお願いします。（　□　同意する　　□　同意しない）

様式第４号（第５条関係）
簡易専用水道休廃止等届出書
年　　　月　　　日
豊前市長　　　　　　　　　　様
住所
氏名
（TEL   　　　                  ）
　簡易専用水道を（　廃止　休止　再開　）しましたので、豊前市簡易専用水道取扱要領第５条第１項の規定により届け出ます。
記
	簡易専用水道の名称
	

	簡易専用水道の所在地
	

	廃止若しくは休止
又は再開の年月日
	年　　　月　　　日

	廃止若しくは休止
又は再開の理由

	


　この事務手続に伴いお預かりした個人情報は、届出事務に利用し、第三者に提供しません。
ただし、管理状況や法定検査受検状況を把握するため、厚生労働大臣登録簡易専用水道検査機関及び水道水の供給を受ける水道事業者に対して、情報提供しますので同意をお願いします。（　□　同意する　　□　同意しない）
様式第５号（第５条関係）
現地確認報告書
年　　　月　　　日
　　　豊前市長　　　　　　　　　　　様
検査員氏名
　豊前市簡易専用水道取扱要領第５条第２項の規定により、下記のとおり確認しましたので報告します。
記
	簡易専用水道の名称
	

	簡易専用水道の所在地
	

	施設の設置者
	

	設置届出年月日
	

	受水する水道事業名との
給水契約の状況
	

	施設の現況
	

	処理方針
	


（添付書類）・現地の写真　等
様式第６号（第６条関係）
簡易専用水道譲受け届出書
年　　　月　　　日
豊前市長　　　　　　　　　　様
住所
氏名
（TEL   　　　                  ）
　簡易専用水道を譲り受けましたので、豊前市簡易専用水道取扱要領第６条の規定により届け出ます。
記
	簡易専用水道の名称
	

	簡易専用水道の所在地
	

	被譲受け者
	氏　名
	

	
	住　所
	

	譲受け年月日
	　　　　年　　　月　　　日

	譲受けの理由
	


　この事務手続に伴いお預かりした個人情報は、届出事務に利用し、第三者に提供しません。
　ただし、管理状況や法定検査受検状況を把握するため、厚生労働大臣登録簡易専用水道検査機関及び水道水の供給を受ける水道事業者に対して、情報提供しますので同意をお願いします。（　□　同意する　　□　同意しない）
様式第８号（第１１条関係）
年　　　月　　　日
簡易専用水道検査実施状況報告書（　　　月分）
　　　豊前市長　　　　　　　　　　様
検査機関所在地
名称及び代表者氏名
　簡易専用水道について下記のとおり検査を実施しましたので、豊前市簡易専用水道取扱要領第１１条第１項１号の規定により報告します。
記
１　簡易専用水道
	町名
	検査件数
	判　　　定
	備　考

	
	
	１
	２
	３
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


２　小規模受水槽水道（有効容量５㎥超１０㎥以下）
	町名
	検査件数
	判　　　定
	備　考

	
	
	１
	２
	３
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


３　小規模受水槽水道（有効容量５㎥以下）
	町名
	検査件数
	判　　　定
	備　考

	
	
	１
	２
	３
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（備　　考）判定欄は「１：良好」「２：判定基準不適合」「３：２のうち特に衛生上問題があったもの」の件数を記入する。
（添付書類）検査を行った簡易専用水道の一覧表（施設名称、所在地等を含むもの。）及び検査の結果を記載した書類（設置者の同意を得たものに限る。）
　この事務手続に伴いお預かりした個人情報は、届出事務に利用し、第三者に提供しません。
　ただし、管理状況や法定検査受検状況を把握する為、厚生労働大臣登録簡易専用水道検査機関及び水道水の供給を受ける水道事業者
に対して、情報提供しますので同意をお願いします。（　□　同意する　　□　同意しない）
様式第９号（第１１条関係）
簡易専用水道検査結果報告書
年　　　月　　　日
　　　豊前市長　　　　　　　　　　様
住所
氏名
　豊前市簡易専用水道取扱要領第１１条第２項第２号の規定により水道法第３４条の２第２項の検査の結果を報告します。
記
	検　査　日　
	簡易専用水道の名称・所在地　
	検　　査　　結　　果

	
	
	


　この事務手続に伴いお預かりした個人情報は、届出事務に利用し、第三者に提供しません。
　ただし、管理状況や法定検査受検状況を把握するため、厚生労働大臣登録簡易専用水道検査機関及び水道水の供給を受ける水道事業者に対して、情報提供しますので同意をお願いします。（　□　同意する　　□　同意しない）
参考（様式第３号（第４条関係）給水開始届出書　添付書類（施設検査の結果））
検査年月日　　　　　　年　　　月　　　日
検査者所属
氏名
　施設検査を実施した結果、以下のとおり各基準に適合していることを証明する。
	建築基準法施行令第129 条の２の５　建築物に設ける給水、排水その他の配管設備の設置及び構造は、次に定めるところによらなければならない。

	一
	コンクリートへの埋設等により腐食するおそれのある部分には、その材質に応じ有効な腐食防止のための措置を講ずること。
	適・不適

	二
	構造耐力上主要な部分を貫通して配管する場合においては、建築物の構造耐力上支障を生じないようにすること。
	適・不適

	三
	第129 条の３第１項第1号又は第3号に掲げる昇降機の昇降路内に設けないこと。ただし、地震時においても昇降機のかご（人又は物を乗せ昇降する部分をいう。以下同じ。）の昇降、かご及び出入口の戸の開閉その他の昇降機の機能並びに配管設備の機能に支障が生じないものとして、国土交通大臣が定めた構造方法を用いるもの及び国土交通大臣の認定を受けたものは、この限りでない。
	適・不適

	四
	圧力タンク及び給湯設備には、有効な安全装置を設けること。
	適・不適

	五
	水質、温度その他の特性に応じて安全上、防火上及び衛生上支障のない構造とすること。
	適・不適

	六
	（略）
	適・不適

	七
	給水管、配電管その他の管が、第 112 条第 15 項の準耐火構造の防火区画、第 113 条第1項の防火壁、第 114 条第1項の界壁、同条第2項の間仕切壁又は同条第３項若しくは第4項の隔壁（以下この号において「防火区画等」という。）を貫通する場合においては、これらの管の構造は、次のイからハまでのいずれかに適合するものとすること。ただし、第 115 条の２の２第1項第1号に掲げる基準に適合する準耐火構造の床若しくは壁又は特定防火設備で建築物の他の部分と区画されたパイプシャフト、パイプダクトその他これらに類するものの中にある部分については、この限りでない。
　イ　給水管、配電管その他の管の貫通する部分及び当該貫通する部分からそれぞれ両側に１メートル以内の距離にある部分を不燃材料で造ること。
　ロ　給水管、配電管その他の管の外径が、当該管の用途、材質その他の事項に応じて国土交通大臣が定める数値未満であること。
　ハ　防火区画等を貫通する管に通常の火災による火熱が加えられた場合に、加熱開始後 20 分間（第 112 条第１項から第４項まで、同条第５項（同条第６項の規定により床面積の合計２百平方メートル以内ごとに区画する場合又は同条第７項の規定により床面積の合計５百平方メートル以内ごとに区画する場合に限る。）、同条第８項（同条第６項の規定により床面積の合計２百平方メートル以内ごとに区画する場合又は同条第７項の規定により床面積の合計５百平方メートル以内ごとに区画する場合に限る。）若しくは同条第１３項の規定による準耐火構造の床若しくは壁又は第 113 条第１項の防火壁にあっては１時間、第 114 条第１項の界壁、同条第２項の間仕切壁又は同条第３項若しくは第４項の隔壁にあっては 45 分間）防火区画等の加熱側の反対側に火炎を出す原因となるき裂その他の損傷を生じないものとして、国土交通大臣の認定を受けたものであること。
	適・不適


	
	ロ
	給水立て主管からの各階への分岐管等主要な分岐管には、分岐点に近接した部分で、かつ、操作を容易に行うことができる部分に止水弁を設けること
	適・不適

	
	ニ　給水タンク及び貯水タンク

	
	イ　建築物の内部、屋上又は最下階の床下に設ける場合においては、次に定めるところによること。

	
	⑴
	外部から給水タンク又は貯水タンク（以下「給水タンク等」という。）の天井、底又は周壁の保守点検を容易かつ安全に行うことができるように設けること。
	適・不適

	
	⑵
	給水タンク等の天井、底又は周壁は、建築物の他の部分と兼用しないこと。
	適・不適

	
	⑶
	内部には、飲料水の配管設備以外の配管設備を設けないこと。
	適・不適

	
	⑷
	内部の保守点検を容易かつ安全に行うことができる位置に、次に定める構造としたマンホールを設けること。ただし、給水タンク等の天井がふたを兼ねる場合においては、この限りでない。
（い）内部が常時加圧される構造の給水タンク等（以下「圧力タンク等」という。）に設ける場合を除き、ほこりその他衛生上有害なものが入らないように有効に立ち上げること。
（ろ）直径 60㎝ 以上の円が内接することができるものとすること。ただし、外部から内部の保守点検を容易かつ安全に行うことができる小規模な給水タンク等にあっては、この限りでない。
	適・不適

	
	⑸
	⑷のほか、水抜管を設ける等内部の保守点検を容易に行うことができる構造とすること。
	適・不適

	
	⑹
	圧力タンク等を除き、ほこりその他衛生上有害なものが入らない構造のオーバーフロー管を有効に設けること。
	適・不適

	
	⑺
	最下階の床下その他浸水によりオーバーフロー管から水が逆流するおそれのある場所に給水タンク等を設置する場合にあっては、浸水を容易に覚知することができるよう浸水を検知し警報する装置の設置その他の措置を講じること。
	適・不適

	
	⑻
	圧力タンク等を除き、ほこりその他衛生上有害なものが入らない構造の通気のための装置を有効に設けること。ただし、有効容量が２㎥未満の給水タンク等については、この限りでない。
	適・不適

	
	⑼
	給水タンク等の上にポンプ、ボイラー、空気調和機等の機器を設ける場合においては、飲料水を汚染することのないように衛生上必要な措置を講ずること。
	適・不適

	
	ロ　イの場所以外の場所に設ける場合においては、次に定めるところによること。

	
	⑴
	給水タンク等の底が地盤面下にあり、かつ、当該給水タンク等からくみ取便所の便槽、し尿浄化槽、排水管（給水タンク等の水抜管又はオーバーフロー管に接続する排水管を除く。）、ガソリンタンクその他衛生上有害な物の貯溜又は処理に供する施設までの水平距離が５ｍ未満である場合においては、イの ⑴ 及び ⑶ から ⑻ までに定めるところによること。
	適・不適

	
	⑵
	⑴ の場合以外の場合においては、イの ⑶ から ⑻ までに定めるところによること。
	適・不適

	
	第２　排水のための配管設備の構造は、次に定めるところによらなければならない。

	
	第３　適用の特例
　　建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）別表第１（い）欄に掲げる用途以外の用途に供する建築物で、階数が２以下で、かつ、延べ面積が 500㎡以下のものに設ける飲料水の配管設備及び排水のための配管設備については、第１（第一号ロを除く。）並びに第２号三号イ及び第四号の規定は、適用しない。ただし、２以上の建築物（延べ面積の合計が 500㎡以下である場合を除く。）に対して飲料水を供給するための給水タンク等又は有効容量が５㎥を超える給水タンク等については、第１第二号の規定の適用があるものとする。
	あり・なし

	３　（略）


